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  （百万円未満切捨て）

１．平成27年３月期第３四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期第３四半期 472,974 2.9 37,853 7.6 29,388 9.4 14,962 69.4 

26年３月期第３四半期 459,429 － 35,171 － 26,860 － 8,832 － 
 
（注）包括利益 27年３月期第３四半期 22,919 百万円 （117.0％）   26年３月期第３四半期 10,561 百万円 （－％） 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年３月期第３四半期 24.58 － 

26年３月期第３四半期 15.86 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年３月期第３四半期 2,005,427 385,380 19.0 626.16 

26年３月期 1,789,822 369,242 20.4 598.73 
 
（参考）自己資本 27年３月期第３四半期 381,186 百万円   26年３月期 364,491 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

26年３月期 － － － 4.50 4.50 

27年３月期 － 5.00 －     

27年３月期（予想）       5.00 10.00 

（注１）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

（注２）当社は、平成25年10月1日に共同株式移転により設立されたため、平成26年３月期第２四半期までの実績はありません。 

 

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 760,000 6.4 63,000 2.6 51,000 0.8 25,000 5.4 41.07 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

（注）詳細は、【添付資料】12ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（１）四半期連結財務諸表

の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

（注）詳細は、【添付資料】12ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（２）会計方針の変更・会計

上の見積もりの変更・修正再表示」をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年３月期３Ｑ 640,830,974 株 26年３月期 640,830,974 株 

②  期末自己株式数 27年３月期３Ｑ 32,058,063 株 26年３月期 32,052,992 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期３Ｑ 608,776,159 株 26年３月期３Ｑ 556,939,550 株 

 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しております。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現在入手している情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、その実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大き

く異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、

【添付資料】11ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 

・当社は、平成25年10月１日に共同株式移転の方法により東急不動産株式会社（以下、「東急不動産」といいま

す。）、株式会社東急コミュニティーおよび東急リバブル株式会社を株式移転完全子会社とする株式移転完全親会社

として設立されました。なお、共同株式移転設立完全親会社である当社は、旧親会社で株式移転完全子会社となった

東急不動産の四半期連結財務諸表を引き継いで作成しております。従って、前四半期連結会計期間（平成25年10月１

日から平成25年12月31日）は、当社設立後最初の四半期連結会計期間ですが、「平成26年３月期第３四半期連結会計

期間」として記載しており、「平成26年３月期第３四半期連結累計期間」には、東急不動産の第１四半期連結会計期

間及び第２四半期連結会計期間が含まれております。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上4,730億円（対前第３四半期＋2.9％）、営業利益379億円（同＋

7.6％）、経常利益294億円（同＋9.4％）、四半期純利益150億円（同＋69.4％）となりました。

 都市事業セグメントにおける新規稼働物件の寄与等により増収増益となりました。四半期純利益についても、持株

会社体制への移行に伴う少数株主損益の改善等により増益となりました。当期の業績は通期予想に対して順調に推移

しております。

 なお、当社グループでは持株会社体制への移行に伴い組織変更を行い、第１四半期連結会計期間より報告セグメン

トの区分を変更しております。セグメント変更後の当社グループの事業の内容と当該事業に携わっている主要な会社

の位置付けについては９ページ「（企業集団の状況）」をご覧ください。また、以下の各セグメントの説明における

前期の実績値については新セグメントで組み替えた概算値を使用しております。

         （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   通期予想

進捗率
（％）

売上高 4,594 4,730 135   7,600 62.2

営業利益 352 379 27   630 60.1

経常利益 269 294 25   510 57.6

四半期（当期）純利益 88 150 61   250 59.9

 

四半期別売上高・営業利益（累計）   （億円）

  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

27年３月期 売上高 1,621 3,223 4,730 －

26年３月期 売上高 1,226 2,941 4,594 7,141

27年３月期 営業利益 92 249 379 －

26年３月期 営業利益 81 252 352 614
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 セグメント別では、都市事業、ウェルネス事業、ハンズ事業、事業創造その他事業の４セグメントが増収増益、管

理事業、仲介事業の２セグメントが増収減益、住宅事業セグメントが減収増益となっております（対前第３四半

期）。

 

売上高           （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   通期予想

進捗率
（％） 

合計 4,594 4,730 135   7,600 62.2

都市 1,318 1,398 80   2,470 56.6

住宅 526 519 △7   1,070 48.5

管理 968 972 3   1,413 68.8

仲介 398 402 4   593 67.8

ウェルネス 536 537 1   745 72.0

ハンズ 635 655 20   877 74.7

事業創造その他 351 385 34   631 61.0

全社・消去 △137 △139 △2   △199 －

 

営業利益           （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

（26.4.1～26.12.31) 
比較   通期予想

進捗率
（％） 

合計 352 379 27   630 60.1

都市 245 274 29   375 73.2

住宅 4 18 14   70 25.6

管理 60 57 △3   94 60.7

仲介 48 48 △1   93 51.1

ウェルネス 17 19 3   33 58.3

ハンズ 9 12 2   9 133.6

事業創造その他 △20 △9 11   15 －

全社・消去 △11 △40 △29   △58 －
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① 都市事業

 売上高は1,398億円（対前第３四半期＋6.1％）、営業利益は274億円（同＋11.9％）となりました。

 新規稼働物件の寄与等により増収増益となっております。

 平成26年４月に「汐留ビルディング」（東京都港区、オフィスビル・商業施設）及び「日交渋谷南平台ビル」（東

京都渋谷区、オフィスビル）、９月に「ノースポート・モール」（神奈川県横浜市、商業施設）及び「吉祥寺プレイ

ス」（東京都武蔵野市、商業施設）、10月に「新宿アイランド」（東京都新宿区、オフィスビル）、11月に「第二武

蔵野ビル」（東京都新宿区、商業施設）を取得いたしました。なお、空室率（オフィスビル・商業施設）は2.5％と低

水準を維持しております。

            （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期 通期予想

売上高 1,318 1,398 80   1,781 2,470

営業利益 245 274 29   319 375

 

売上高内訳         （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期

賃貸（オフィスビル） 260 292 32   351

賃貸（商業施設） 285 273 △11   383

資産運用等 395 419 24   536

住宅賃貸等 378 413 35   511

 

空室率（オフィスビル・商業施設）

24年３月期末 25年３月期末 26年３月期末 当第３四半期末

2.0％ 2.1％ 1.8％ 2.5％

 

主な新規開業案件  
 

  用途 開業時期 延床面積

汐留ビルディング オフィス・商業 26年４月（取得） 119千㎡

日交渋谷南平台ビル オフィス 26年４月（取得） ７千㎡

マーケットスクエア相模原 商業 26年７月 15千㎡

ノースポート・モール 商業 26年９月（取得） 141千㎡

吉祥寺プレイス 商業 26年９月（取得） ９千㎡

新宿アイランド オフィス 26年10月（取得） 213千㎡

第二武蔵野ビル 商業 26年11月（取得） ６千㎡
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② 住宅事業 

 売上高は519億円（対前第３四半期△1.3％）、営業利益は18億円（同＋357.7％）となりました。

 分譲マンションにおいて計上戸数は増加したものの、都心物件が減少したことにより戸当たり平均価格が下落し減

収となりましたが、土地の一括売却の増加等により増益となっております。

 なお、分譲マンションは「アトラスブランズタワー三河島」（東京都荒川区）、「ブランズ新大塚」（東京都豊島

区）、「ブランズ琴似」（北海道札幌市）等を計上いたしました。販売については引き続き堅調に推移するととも

に、完成在庫も前期末から減少、低水準を維持しております。マンションの通期売上予想に対する契約済み割合は、

期首の44％から85％となりました。

            （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期 通期予想

売上高 526 519 △7   1,418 1,070

営業利益 4 18 14   116 70

 
 

売上高内訳

 

（消去前・億円）
 

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期

マンション 906戸 461 1,015戸 411 △51   2,528戸 1,333

戸建 225戸 59 91戸 36 △23   272戸 76

その他 － 5 － 72 67   － 9

 

供給販売戸数

 

前第３四半期
(25.4.1～25.12.31) 

当第３四半期
(26.4.1～26.12.31) 

完成在庫数

新規供給戸数 契約戸数 新規供給戸数 契約戸数 26年３月期末 当第３四半期末

マンション 1,886戸 1,923戸 1,555戸 1,397戸 260戸 223戸

戸建 115戸 124戸 105戸 105戸 46戸 23戸
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③ 管理事業

 売上高は972億円（対前第３四半期＋0.3％）、営業利益は57億円（同△4.7％）となりました。

 ㈱東急コミュニティーにおいて管理ストックの拡大等に伴い増収も、マンション共用部工事の減少等により減益と

なりました。なお、平成26年12月末のマンション管理ストックは公営住宅の指定管理者案件が増加したこと等により

671千戸（うち総合管理戸数484千戸）となっております。

            （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期 通期予想

売上高 968 972 3   1,391 1,413

営業利益 60 57 △3   92 94

 

売上高内訳         （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期

管理受託 693 713 19   932

工事 241 234 △8   414

その他 34 25 △9   45

 

期末管理物件数        

  24年3月期末 25年3月期末 26年3月期末 当第３四半期末

マンション(戸) 405,911 617,687 641,591 671,684

ビル (件) 1,356 1,330 1,305 1,402

 

④ 仲介事業 

 売上高は402億円（対前第３四半期＋1.1％）、営業利益は48億円（同△1.6％）となりました。

 東急リバブル㈱において、売買仲介ではリテール部門が取引件数が減少したものの成約価格が上昇、ホールセール

部門においては取引件数・成約価格とも上昇し増収となりましたが、販売受託におけるマンションの引渡件数が減少

したこと等により微減益となりました。

            （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期 通期予想

売上高 398 402 4   584 593

営業利益 48 48 △1   92 93

 

売上高内訳         （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期

売買仲介 278 293 15   401

販売受託 28 20 △9   58

不動産販売 75 73 △2   101

その他 16 17 0   24
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⑤ ウェルネス事業 

 売上高は537億円（対前第３四半期＋0.3％）、営業利益は19億円（同＋15.2％）となりました。

 前期に別荘の売上として会員制リゾートホテルであるハーヴェストクラブの「熱海伊豆山」・「VIALA annex 熱海

伊豆山」（静岡県熱海市）の計上があったことによる減収があったものの、ハーヴェストクラブやフィットネスクラ

ブのオアシスの新規稼働等により増収増益となりました。

 なお、ハーヴェストクラブでは平成26年10月に「京都鷹峯」・「VIALA annex 京都鷹峯」（京都府京都市）が開業

いたしました。

            （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期 通期予想

売上高 536 537 1   729 745

営業利益 17 19 3   19 33

 
 

売上高内訳 （ ）内は期末施設数       （億円）  

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期  

ゴルフ 69（20） 71（20） 1   84（20）  

ハーヴェスト 102（26） 112（28） 10   135（26） (会員制リゾートホテル) 

オアシス 112（33） 118（34） 6   150（33） (フィットネスクラブ等) 

スキー 44 （8） 46 （8） 2   105 （8）  

シニア住宅 43（11） 48（11） 4   63（11）  

別荘・会員権販売 87 66 △21   100  

その他 77 77 0   93  

 

⑥ ハンズ事業 

 売上高は655億円（対前第３四半期＋3.2％）、営業利益は12億円（同＋23.2％）となりました。

 ㈱東急ハンズにおいて新規出店等により増収増益となりました。

 なお、新規店舗として平成26年６月に「東急ハンズ京都店」、９月に海外２店舗目となる「東急ハンズジュロンイ

ースト店」（シンガポール）及び「東急ハンズ鹿児島店」、11月に「東急ハンズオーチャード店」（シンガポール）

及び「東急ハンズ長野店」、12月に「東急ハンズ岡山店」を開業するなど着実な事業拡大に努めています。

  （億円）
 

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期 

（26.4.1～26.12.31) 
比較   前期 通期予想

売上高 635 655 20   845 877

営業利益 9 12 2   11 9
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⑦ 事業創造その他事業 

 売上高は385億円（対前第３四半期＋9.8％）、９億円の営業損失となりました。

 注文住宅の引渡戸数減少等による減収があったものの、土地の一括売却の増加等により増収増益となりました。

  （億円）
 

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期 

（26.4.1～26.12.31) 
比較   前期 通期予想

売上高 351 385 34   594 631

営業利益 △20 △9 11   △13 15

 

売上高内訳         （億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期

リフォーム・注文住宅 244 212 △32   426

造園建設 55 66 11   90

福利厚生受託 47 55 8   67

事業創造・海外事業等 5 52 47   11

 

受注実績（受注高）       （消去前・億円）

 
前第３四半期

(25.4.1～25.12.31) 
当第３四半期

(26.4.1～26.12.31) 
比較   前期

注文住宅 132 95 △37   183

リフォーム 165 185 20   227

造園建設 48 60 12   73
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（企業集団の状況） 

 当社グループは当社、子会社125社（うち連結子会社107社）、関連会社34社で構成され、都市事業、住宅事業、管

理事業、仲介事業、ウェルネス事業、ハンズ事業、事業創造その他事業を主な事業内容としており、各事業の位置づ

けは次の通りです。当社グループでは持株会社体制への移行に伴い組織変更を行い、第１四半期連結会計期間より報

告セグメントの区分を変更しており、これらの事業は連結財務諸表の注記事項に記載のセグメントの区分と同一の記

載であります。 

 また、当社は有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しており、

これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとな

ります。

 

都市事業 

 東急不動産㈱等がオフィスビル、商業施設等の開発、賃貸、運営業務を行っております。一部の商業施設について

は、東急不動産ＳＣマネジメント㈱に運営を委託しております。 

 東急住宅リース㈱、㈱東急コミュニティー、東急リバブル㈱、東急リロケーション㈱等が賃貸住宅等の運営及び転

貸業務を行っております。 

 また、東急不動産キャピタル・マネジメント㈱が不動産私募ファンド等の組成・運用業務を、東急不動産コンフォ

リア投信㈱及び東急不動産アクティビア投信㈱が不動産投資信託の資産運用業務を行っております。 

 

住宅事業 

 東急不動産㈱がマンション、戸建住宅等の分譲を行っております。なお、東急不動産㈱の販売するマンション、戸

建住宅等については、主に東急リバブル㈱が販売代理を行っております。 

 

管理事業 

 ㈱東急コミュニティー等がマンション、ビル等の総合管理業務、改修工事業を行っております。 

 

仲介事業 

 東急リバブル㈱等が不動産の仲介、販売代理、買取再販事業等を行っております。 

 

ウェルネス事業 

 東急不動産㈱等が会員制リゾートホテル等の分譲を行い、主に東急リゾート㈱が販売代理を行っております。 

 また、東急不動産㈱等が会員制リゾートホテル、ゴルフ場、スキー場等のリゾート施設の経営を行い、㈱東急リゾ

ートサービスに運営を委託しております。同様に、東急不動産㈱がシニア住宅の経営を行い、㈱東急イーライフデザ

インに運営を委託、㈱東急スポーツオアシスが会員制スポーツクラブの経営を行っております。 

 

ハンズ事業 

 ㈱東急ハンズが、住生活と手作りに関する素材及び商品等の小売りを行っております。 

 

事業創造その他事業 

 東急不動産㈱等が海外事業等を行っているほか、㈱東急ホームズが、注文住宅等の建設請負業務や増改築等のリフ

ォーム業務を、㈱石勝エクステリアが造園工事業を、㈱イーウェルが企業福利厚生の受託事業を行っております。 

 

 上記のほか、住宅事業においてその他の関係会社である東京急行電鉄㈱と東急不動産㈱が住宅の共同分譲を行い、

仲介事業では東京急行電鉄㈱が販売する住宅地、戸建住宅、マンションの販売代理業務を東急リバブル㈱が受託する

などしております。 
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主な事業の系統図は次の通りであります。 

 

 

 

 ※ 東京急行電鉄㈱は連結子会社、持分法適用関連会社以外の関連当事者であります。
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（２）財政状態に関する説明 

 当第３四半期連結会計期間末においては、資産の部で販売用不動産及び固定資産の増加等により前期末より合計

2,156億円増加、負債の部でも有利子負債の増加等から前期末より合計1,994億円増加しております。

      （億円）

  前第３四半期末 当第３四半期末
（参考）

26年３月期末

総資産 18,834 20,054 17,898

総負債 15,253 16,200 14,206

純資産 3,580 3,854 3,692

うち自己資本 3,535 3,812 3,645

自己資本比率 18.8％ 19.0％ 20.4％

期末有利子負債 11,286 12,149 9,910

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

 
売上高

（百万円） 
営業利益
（百万円） 

経常利益
（百万円） 

当期純利益
（百万円） 

通期 760,000 63,000 51,000 25,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）41円07銭

 

 平成26年11月７日発表の業績予想の変更はありません。

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々

な要因により大きく異なる可能性があります。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が148百万円減少し、繰延税金資産が294百

万円減少、利益剰余金が145百万円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の損益およびセグメント

情報に与える影響は軽微です。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 93,070 61,126 

受取手形及び売掛金 24,712 20,310 

有価証券 653 2,187 

商品 8,736 10,566 

販売用不動産 122,899 263,018 

仕掛販売用不動産 116,974 157,875 

未成工事支出金 5,988 8,627 

貯蔵品 749 740 

その他 42,435 45,547 

貸倒引当金 △194 △189 

流動資産合計 416,024 569,811 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 387,258 397,614 

減価償却累計額 △161,378 △166,190 

建物及び構築物（純額） 225,880 231,423 

土地 858,604 897,749 

建設仮勘定 19,644 25,820 

その他 49,060 51,699 

減価償却累計額 △33,046 △34,577 

その他（純額） 16,014 17,122 

有形固定資産合計 1,120,143 1,172,115 

無形固定資産    

のれん 82,866 79,480 

その他 32,107 31,398 

無形固定資産合計 114,974 110,879 

投資その他の資産    

投資有価証券 56,691 73,616 

敷金及び保証金 58,099 60,760 

その他 25,105 19,405 

貸倒引当金 △1,216 △1,160 

投資その他の資産合計 138,680 152,622 

固定資産合計 1,373,797 1,435,616 

資産合計 1,789,822 2,005,427 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 62,135 26,307 

短期借入金 180,579 275,188 

1年内償還予定の社債 200 10,200 

コマーシャル・ペーパー － 118,000 

未払法人税等 9,801 8,939 

引当金 10,051 4,661 

その他 99,082 97,111 

流動負債合計 361,850 540,409 

固定負債    

社債 70,000 80,000 

長期借入金 740,235 731,503 

長期預り敷金保証金 167,971 177,134 

退職給付に係る負債 25,722 25,693 

引当金 469 411 

その他 54,329 64,895 

固定負債合計 1,058,728 1,079,638 

負債合計 1,420,579 1,620,047 

純資産の部    

株主資本    

資本金 60,000 60,000 

資本剰余金 118,639 118,638 

利益剰余金 173,275 182,310 

自己株式 △1,781 △1,784 

株主資本合計 350,134 359,164 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 7,340 14,179 

繰延ヘッジ損益 △21 △60 

土地再評価差額金 11,701 11,701 

為替換算調整勘定 △1,590 △1,239 

退職給付に係る調整累計額 △3,072 △2,559 

その他の包括利益累計額合計 14,357 22,021 

少数株主持分 4,751 4,193 

純資産合計 369,242 385,380 

負債純資産合計 1,789,822 2,005,427 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業収益 459,429 472,974 

営業原価 366,582 374,341 

営業総利益 92,846 98,633 

販売費及び一般管理費 57,675 60,779 

営業利益 35,171 37,853 

営業外収益    

受取利息 91 93 

受取配当金 171 306 

その他 508 336 

営業外収益合計 772 735 

営業外費用    

支払利息 7,690 7,487 

その他 1,392 1,713 

営業外費用合計 9,082 9,200 

経常利益 26,860 29,388 

特別利益    

固定資産売却益 15 － 

投資有価証券売却益 41 － 

その他 12 － 

特別利益合計 70 － 

特別損失    

減損損失 5,813 2,018 

関係会社匿名組合出資金売却損 － 1,585 

その他 24 10 

特別損失合計 5,838 3,613 

税金等調整前四半期純利益 21,092 25,774 

法人税等 9,640 10,538 

少数株主損益調整前四半期純利益 11,452 15,236 

少数株主利益 2,620 273 

四半期純利益 8,832 14,962 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 11,452 15,236 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △867 6,838 

繰延ヘッジ損益 3 △38 

為替換算調整勘定 △225 △83 

持分法適用会社に対する持分相当額 198 454 

退職給付に係る調整額 － 512 

その他の包括利益合計 △890 7,683 

四半期包括利益 10,561 22,919 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 7,925 22,627 

少数株主に係る四半期包括利益 2,635 292 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

〔セグメント情報〕

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  都市 住宅 管理 仲介 ウェルネス ハンズ 
事業創造 
その他 

調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額 

売上高                  

外部顧客に対する 

売上高 
129,500 52,567 91,876 38,642 53,303 63,171 30,366 － 459,429 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
2,275 9 4,958 1,168 252 337 4,714 △13,717 － 

計 131,776 52,577 96,834 39,811 53,556 63,508 35,081 △13,717 459,429 

セグメント利益 

(△損失) 
24,510 390 5,977 4,828 1,659 935 △2,024 △1,106 35,171 

（注）１．セグメント利益（△損失）の調整額の内容は以下のとおりであります。

                         （単位：百万円）

 利益 金額 

セグメント間取引消去 △24

のれんの償却額 △586

全社費用 ※ △495

合計 △1,106

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社（持株会社）に係る費用であります。

２．セグメント利益（△損失）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

 当社は平成25年10月１日に共同株式移転の方法により東急不動産株式会社、株式会社東急コミュニティーお

よび東急リバブル株式会社の完全親会社として設立（以下、「本株式移転」といいます。）されました。前第

３四半期連結累計期間において、本株式移転に伴い全社資産としてのれんが46,934百万円増加しております。

 

（固定資産に係る重要な減損損失）

 都市事業セグメントにおいて、5,529百万円の減損損失を計上しております。これは、子会社において保有

する賃貸資産について売却を決定したこと等によるものであります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  都市 住宅 管理 仲介 ウェルネス ハンズ 
事業創造 
その他 

調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額 

売上高                  

外部顧客に対する 

売上高 
137,660 51,898 91,795 39,107 53,454 65,172 33,884 － 472,974 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
2,154 10 5,375 1,125 236 347 4,626 △13,876 － 

計 139,815 51,909 97,170 40,233 53,690 65,520 38,510 △13,876 472,974 

セグメント利益 

(△損失) 
27,433 1,789 5,697 4,751 1,911 1,152 △913 △3,967 37,853 

（注）１．セグメント利益（△損失）の調整額の内容は以下のとおりであります。

                         （単位：百万円）

 利益 金額 

セグメント間取引消去 △10

のれんの償却額 △1,868

全社費用 ※ △2,088

合計 △3,967

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社（持株会社）に係る費用であります。

２．セグメント利益（△損失）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 都市事業セグメントにおいて、1,851百万円の減損損失を計上しております。これは、子会社において保有

する賃貸資産について再開発計画が決定したこと等によるものであります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 当社グループでは持株会社体制への移行に伴い組織変更を行い、第１四半期連結会計期間より報告セグメン

トの区分を変更しております。なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分

方法により作成したものを記載しております。

 変更後の報告セグメントは、オフィスビル・商業施設・住宅などの賃貸等を行う「都市事業」、マンショ

ン・戸建住宅等の分譲を行う「住宅事業」、マンション・ビル等の総合管理業務、改修工事等を行う「管理事

業」、不動産の仲介、販売代理、買取再販事業等を行う「仲介事業」、会員制リゾートホテル、ゴルフ場、ス

キー場、フィットネスクラブ、シニア住宅の運営等を行う「ウェルネス事業」、住生活と手作りに関する素材

及び商品等の小売を行う「ハンズ事業」、海外事業、注文住宅等の建設請負・リフォーム等、企業福利厚生の

受託事業等を行う「事業創造その他事業」であります。
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